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※�国税庁ホームページには、確定申告に関する情報のほか、申告書用紙、青色決算書、収支内訳書などの各種様式手引き書等を掲
載しており、必要に応じてダウンロードしていただくことができます。

☆税理士による
　無料申告相談会場日程

　平成26年１月から、事業所得、不動産所得または山
林所得を生ずべき業務を行っている全ての方は、記帳
と帳簿等の保存が必要となっています。

　公的年金等の収入金額の合計額が400万円以下で、
かつ、公的年金等に係る雑所得以外の所得金額が20
万円以下である場合には、所得税および復興特別所得
税の確定申告書の提出は不要です。
　ただし、所得税および復興特別所得税の還付を受け
るため、株式等の損失を翌年に繰り越すため等の申告
書は提出することができます。
　なお、住民税の申告については、お住まいの市町の
窓口にお尋ねください。

　平成26年4月1日を含む課税期間の消費税および
地方消費税の確定申告書を作成する際には、課税売上
高、課税仕入高（簡易課税の場合は課税売上高のみ）
を、新税率（８％）・旧税率（５％）ごとに区分して計算
する必要があります。※詳しくは次ページをご覧ください

会　場 日　程 受付時間 相談対象者
御坊市役所５階大会議室
（御坊市薗350） ２月17日（火）

  9:30 ～ 11:30
13:00 ～ 15:00

小規模な
事業所得者の方

日高川町役場３階会議室
（日高川町土生160） ２月19日（木）

印南町公民館２階小ホール
（印南町印南2009-1） ２月24日（火）

【お問い合わせ先】
  御坊税務署　〒644-0002　御坊市薗430-3　（☎0738･22･0695）
  ※上記代表番号におかけいただくと、自動音声によりご案内しております。アナウンスに従い、操作してください。

記帳義務拡大について

公的年金を受給されている方へ

消費税課税事業者の方へ

申告会場の開設

お問い合わせは、
（☎63・3802）まで。
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お問い合わせは、
（☎63・3805）まで。
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《消費税課税事業者のみなさまへ》

　平成26年４月１日から消費税（地方消費税を含む）の税率が８％に引き上げられました。
そのため、平成26年４月１日を含む課税期間の消費税および地方消費税の確定申告書の作
成にあたっては…

帳簿等において、課税取引を適用される新･旧税率ごとに区分し、適用税率
ごとに計算する必要があります。

平成9年4月1日から
平成26年3月31日までの取引

平成26年4月1日
以後の取引

項　目 課税期間の
合計金額

うち税率４％
適用分

うち税率６％
適用分

1

課税期間中の売上高

（1）　課税売上高（税込み） 395,000,000 131,500,000 263,500,000

（2）　免税売上高 11,000,000 － －

（3）　非課税売上高 8,000,000 － －

2

売上対価の返還等の金額
（課税売上げに係るもの（税込み）） 18,500,000 9,000,000 9,500,000
課税期間中の課税仕入れの金額
（税込み） 306,450,000 103,000,000 203,450,000

１．新税率８％の内訳は、消費税6.3％、地方消費税1.7％です。
　 （旧税率：消費税４％・地方消費税１％）
２．平成26年４月１日以後に行われる取引であっても、経過措置により旧税率が適用される場合があります。
　  経過措置が適用されるものについては、国税庁ホームページをご覧ください。

区分！

+ -計算方法にご注意ください！

検索国税庁 検索


